











































































































































































































































































4 4 4 4 4 4
は一般廃棄物処分業
4 4 4
の許可の取消しを求める法律上の利益を有するか。
　一般廃棄物の処理には、収集運搬と処分とがあります。段ボールであれば、排出事業者のところ
まで収集に行って、それを中間処理場にまで運搬して、それを選別して梱包して、場合によっては
焼却したりとか（これらを中間処理と言います。）をして、最終的に埋め立てて最終処分しますが、
一般廃棄物の処理業の許可としては、収集運搬については収集運搬業の許可、処分については処分
の内容ごとに処分業の許可がそれぞれなされます。そして、需給状況の調整も収集運搬と処分とで
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別々に図られる仕組みが設けられているということなんで、原告のような一般廃棄物の収集運搬業
者が、処分業の許可の取消を求める法律上の利益は有しないとされました。
②‌　一般廃棄物収集運搬業者は一般廃棄物処理施設設置許可の取消しを求める法律上の利益を有す
るか。
　これについても、一般廃棄物の収集運搬業者は、一般廃棄物の処理施設の設置許可の取消を求め
る法律上の利益を有しないということになりました。
　これは、どうしてそう言えるかというと、先程述べた関連訴訟の中で、一般廃棄物処理施設の設
置許可の取消を求めた訴訟もありましたが、それの上告受理の申立が不受理になりました。不受理
決定が出たのが、本件の最高裁判決の後でございますんで、最高裁判決の枠組みとしては、こうい
う整理になるのかなということです。
③‌　既存許可業者が廃業した場合は、一般廃棄物処理業の許可の取消しを求める法律上の利益がな
くなるのか（狭義の訴えの利益）。
　これについては、格段の理由を示さずに否定されました。廃業届を出していて、営業していない
からあかんということです。その事実の取調べのあり方に関する問題は後ほど述べます。
④‌　許可及びその更新には期間（２年間）の定めがあるので、その期間を経過した後は訴えの変更
をしない限り訴えの利益は失われるのか。
　許可の有効期間は２年間ですので、許可を受けてから２年経つと更新、また２年経つと更新とし
ていくのですが、それでは、最初の許可の取消を求めてて、２年経ったらどうなるのか、訴えの利
益がなくなるのかという問題ですね。
　私たちは、原審の口頭弁論終結時までは、２年ごとに、新しい許可更新処分の取消しを求めて訴
えの変更をしていました。
　これは裁判所のほうからの釈明もあってそうしたんですが、上告受理の申立の後は訴えの変更を
せずにいたんですね（法律審で訴えの変更ができるのかという問題もあります）。最高裁が弁論期日
を指定した後、Ｙ市がこれを問題にしてきました。しかし、最高裁は、何も判断を示しませんでし
た。しかし、考えてみれば、判断示さないのは当然のことなんですね。許可があって更新、更新と
いうことでやると、結局その後の更新というのは全部、親亀の上に乗っている子亀ということにな
るので、親亀こけたら皆こけるという形で、訴えの利益は消滅しないという取扱いなんですね。こ
れは東京12チャンネル事件判決（最三小判昭和43年12月24日）の判旨２です（甲が乙に対する免許
処分の取消及び自己に対する免許拒否処分の取消を求める場合において、当該免許期間が満了して
も、乙が再免許を受けて免許事業を継続しているときは甲の提起した訴えの利益は失われない。）。
⑤‌　狭義の訴えの利益に係る事実の取調べは上告審においてどの範囲でできるか。
　これは先程③の論点でちょっと言いましたが、Ｘは上告審の弁論が開かれる直前になって廃業届
出を出しましたが、それをＹ市が上告審の答弁書の中で指摘してきました。上告審でそれをどう調
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べるか。上告審は事実調べするところではございませんので、どうするんやろかという話ですが、
最高裁は、Ｘが廃業届出をしたというＹ市の答弁書、事実上の書証としての廃業届と、それに対す
るＸの認否（これは裁判所の書記官を通して、これに対する認否だけしてくれと言われて、認否の
準備書面を出しました。それにはですね、廃業届を出したことは認めるけれども、Ｘとしては営業
再開の意思と設備はあるし、従業員もいつでも再雇用できるので、いつでも営業再開できる状況に
あるから、確定的に廃業したわけではない。仮に廃業届を出して、許可が失効していても、Ｙ市か
らの委託を受けて一般廃棄物処理業をすることは出来るでしょというようなことも書面に書きまし
た。）だけで、それを最高裁の弁論で陳述するんかなと思ったら、その陳述もせずに、最高裁が事実
上それらを見ただけで、「しかしながら、記録によれば、上告人は25年５月８日に小浜市長に対し
て、廃業する旨を届け出たうえで廃業したことが明らかであるから」と認定して、訴えの利益を否
定しました。しかし、「記録によれば」というが、記録とは何を指すのか、全く不明です。廃業の事
実についての、弁論も事実調べもしないで、訴えの利益に関する事実は認定できるのか。訴訟要件
に関する事実だから、証明も要らない、あるいは弁論主義の適用もない、職権判断でできるいうこ
とだと思いますが、しかし、前述したとおり、Ｘとしては営業再開の意思と設備はあるし、従業員
もいつでも再雇用できるので、いつでも営業再開できる状況にあるから、確定的に廃業したわけで
はない、仮に廃業届を出して、許可が失効していても、Ｙ市からの委託を受けて一般廃棄物処理業
をすることは出来るというような主張もしているのですから、訴訟要件に関する事実とはいえ、原
審に差し戻した上で審理判断すべきだったのではないのか。
⑥‌　既存許可業者は違法に許可更新処分がなされたときは国賠請求が認められるか。
　この点は、最初にも申し上げましたように、被告から原告適格がないという本案前の抗弁が出て、
裁判所も本案審理に入れないというので（もっとも、私は原告適格その他訴訟要件が欠けるという
のは、本案判決の要件を欠いて訴訟判決をするというだけの話であって、本案審理に入るための要
件ではないと思います（大貫裕之「ダイアローグ行政法」（日本評論社）318頁脚注同旨）。それに、
原告に取消しの訴えの法律上の利益が具体的にあるかとか、本件では直接問題にはなりませんが、
重大な損害を被るおそれがあるかというのは、事実判断ですから、実体審理をしないと判断できな
い問題であって、本案審理に入らずに訴訟要件の充足の有無を判断するというのは、審理のあり方
として間違っていると思っています。）、じゃあ国賠も付け加えようよ、そうしたら、許可が違法か
どうかという本案審理・本案判断に入るだろうという読みで、形だけ国賠を追加的に出しました。
ところが、一審二審、そして最高裁も同じ考えやと思いますけれども、原告適格がないということ
は、国賠法上の保護すべき利益も有してないんだという捉え方をして、国賠についても実質的な審
理がなされないまま、実質的に訴え却下に近い請求棄却判決でした。それに対して最高裁はどうし
たかというと、「上告人の国家賠償法に基づく損害賠償請求については、原審は前記３のとおり、廃
棄物処理法は一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処分業者の営業上の利益を個別的利益として
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保護する趣旨を含むものではないとしたうえで、被上告人は上告人に対して、その営業上の利益に
配慮しこれを保護すべき義務を負うものではないとして」、というのはつまり、既存業者の営業上の
利益は反射的利益にすぎず、国賠法上の保護すべき利益じゃないという理由で、「その余の点につい
て判断するまでもなく上記請求を棄却しているところ、以上に説示したところに照らせば、被上告
人が上告人に対して上記のような義務をおよそ負っていないとは言えないから原判決には審理不尽
の違法がある。」としました。要は、取消訴訟の原告適格＝国賠法上の保護利益という図式を打ち出
しました。
　それで、差戻審は、国賠についてだけ審理を尽くすという話になっていったわけでございます。
差戻審の審理
　最終的に差戻審がどうなったかと申しあげると、Ｘが訴えを取り下げて終了しました。そのため、
差戻審の審理は公刊物にも載ることなく一般には知られないことになりましたが、色々面白い論点
が目白押しでした。
　まず、国賠法上の違法をどのようにとらえるか。
　私どもは、最高裁判決を受けて、国賠法上の違法かどうかを判断する審理の対象は、市町村長は
「一般廃棄物処理計画との適合性にかかる許可要件に関する市町村長の判断にあたっては、一般廃
棄物処理業の適正な運営が継続的かつ安定的に確保されるように当該区域における需給の均衡及び
変動による既存許可業者の事業への影響を適切に考慮し営業上の利益を保護すべき義務を負う」ん
だから、その義務違反があったのかどうかが審理の対象だと設定しまして、そういう措置をどうし
たんですか、一般廃棄物処理の需給状況のもとで許可あるいは許可の更新が、Ｘの許可業務やその
他の業務へ与える影響を適切に予測・評価して、マイナスの影響が予測されるならそれを補うよう
な措置を講じた上で、許可とか更新とかをしたかが審理されるべきで、Ｙ市はそんなこと何もして
ないじゃないかということを申し上げました。
　それに対して、被告は、許可ごみの収集量はその後増加してましたので、Ｘの事業全体で経営を
悪化させるようなマイナスが出ていないのだから本件許可・更新に違法はないと主張しました。つ
まり、Ｘは委託事業が全事業の９割を占めているので、最悪１割なくなっても、まだ９割残ってい
るのだから事業全体への影響はないだろうという主張です。しかも、その許可ごみ全体の収集量が
増加していることもあって、Ｘの許可ごみ収集量はだいたい横ばい、ないしなだらかな右下がりみ
たいな感じだったんで、別にＸの営業への影響は何もないでしょうという主張でした。
　それに対して、裁判所は、随分と色々細かいことばかり釈明を求めてきました。
　一つは許可・更新の違法事由と国賠法上の違法事由は一緒なのか、異なるのか。最初の許可が違
法なら、その後の更新も違法だという親亀子亀論は、抗告訴訟の話であればともかく、国賠ではま
た別ではないか。国賠はそれぞれの職務義務違反の問題になるんやから、更新時での義務違反とい
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うのは何かを明らかにせよと言われました。その結果、更新が２年ごとに行われるので、それぞれ
Ｚ１Ｚ２に対する許可・更新ごとにどういう職務義務違反があったのか個別に明らかにせよという
ことでした。そうすると、たとえば、許可時の一般廃棄物処理計画には、Ｚ１やＺ２が書いていな
いから違法だとしても、その翌年度の一般廃棄物処理計画には、それぞれＺ１もＺ２も記載されて
おり、更新時にもＺ１Ｚ２が記載されているのであれば、更新の時点では一般廃棄物処理計画に適
合してるんやから違法とならんのではないか、それにもかかわらず更新が違法だというのは一体ど
ういう義務違反があったということになるのか、というわけです。
　さらに、Ｘのその営業上への支障、影響というのを考えろという話になると、結局は、一般廃棄
物処理計画をどう立てるかという話なんですよね。そうすると、一般廃棄物処理計画策定の違法と
更新の違法とはどういう関係になるのか。その辺も明らかにしろといわれました。
　さらに、これらの違法なＺ１Ｚ２への許可・更新ごとにそれと因果関係のある損害はいくらなの
か。私たちは、あくまでも取消訴訟がメインであって、国賠訴訟は原告適格論を避けるために形だ
けとってつけたようなもので、だから、損害額も50万円という名目的な損害賠償だったので、どん
な違法であってもそれぐらいは発生するだろうと思うんですが、裁判所的には、個別に違法な許可・
更新があるというのだから、それと因果関係のある損害を明らかにしてほしいというわけです。Ｚ
１に対する１回目の更新による損害はなんぼ、Ｚ２による１回目の更新による損害はなんぼ、とこ
ういう形で特定しろというのですね。
　しかも、この損害論を考える上で大変なのは、許可ごみの収集業務は、許可を得て、その後、排
出事業者との契約を取ってこないといけないので営業努力が必要です。逆に言うと、損害が発生し
ているように見えても、お宅の営業努力が足りなかっただけでしょうという反論が可能です。それ
にどう太刀打ちするのか。
　また、被告は許可・更新後の売上げが減少してないから損害はないというが、それにどう反論す
るか。先ほども言ったとおり、全体の許可ごみの排出量が増えてましたので、契約をよそに取られ
ても、売上げは減少してなかったんですね。
　それで、私たちがこれが違法だ、これが損害だと主張すると、その都度それに対して、裁判所が
じゃあこれはどうなのか、と言ってくるので、５回ほど弁論を重ねることになりました。
　しかし、そもそもいくら個別の許可・更新の違法事由が何かということを特定しようがしまいが、
被告は本件許可・更新をするにあたっては何も検討していないのですから、答えは同じはずなので
すが、裁判所は延々と細かい釈明をしてくる。いい加減にＸも、いつこれが終わるか分からん、も
うこれ以上やってられんということで、もともと高齢も理由にして廃業しているくらいなので、裁
判も取り下げたというのが結論でございます。
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行政と国民との法的対話を阻害しているのは誰か
　私はなぜ行政訴訟するのかということを最初に申し上げました。行政と法的対話をするためです。
それも、裁判所が国家機関として、行政と国民・事業者との法的対話を促進させることに意味があ
るということを述べました。しかし、この裁判を見てもらうと、違うんですね。裁判所が行政と国
民との法的対話を阻害しているんですね。しかも、原告適格なんて、本案前の訴訟技術的な論点だ
けで、平成18年に訴訟提起をして、平成26年１月に最高裁判決が出るまで原告適格論だけ延々とや
ってました。本案の話一切せんかったんですね。その間に、事業者は廃業して、営業・経営上の帳
簿・資料も廃棄するし、行政も担当者は退職して資料がどこにあるかも分からず、結局、誰も当時
の事情を知る者がいなくなった。国賠の損害論も、違法論も、訴訟を始めた当初であれば、十分ホ
ットな争点として審理もできたのに、今ははるか昔の話となり、誰も分からない。法的対話を促進
するどころか、法的対話を阻害することしかしなかったのが裁判所だったわけです。
　本件の許可は、その実体をみると、どう考えてもやっぱりおかしいんですよね。少なくとも国民
はこれはおかしいと言うのだから、行政としては、これがおかしくないというならおかしくないと
いうことを、最初からがっぷり四つに組んで、議論していけばいい。そして、是正すべき運用があ
るのであれば是正すれば良い。是正しなくてそれが正しいというならそれをもとにして、国民から
いちゃもんをつけられないように、その後行政を組み立てていけば良いんです。それを促進するの
が裁判所の役割のはずなのに、裁判所がかえって逆にアホな茶々を入れてくるが為に、違法も是正
されない、個別法規の運用の法的な深化も図れない、よりよき行政慣行も創造されない。差戻審で
やった、違法は何か、損害は何かとか、そんな議論を最初からどんどん詰めていかないといけない
のに、結局これが出来なくなっちゃったんですね、資料が何もなくなったから。こんなもの、法治
行政原理の下の裁判とは全く違うわけです。
　これまで裁判所は、原告適格とか処分性とか訴訟要件論ばかり議論してきたために、実体法の解
釈が全然進まなかった。都計法にしても建築基準法にしてもその解釈論は何も進化・深化しなかっ
た。それが漸く今進むようになってきたんですが、またこんなしょうもない原告適格の議論してで
すね、廃掃法の中身の議論が何も進まないということになってしまってるんですね。今、一番改め
るべきは、行政もさることながら、裁判所ではないかというのが今日の報告のオチでございます。
　ご静聴ありがとうございました。
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